
 

 

 

 

 

 

 

平成２３年度決算に基づく健全化判断比率 
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 地方公共団体の財政の健全化に関する法律（平成１９年法律第９４号）が平成１９年６月２２日に

公布されました。 

 この法律は、地方公共団体の財政の健全化に資するため、財政の健全化に関する比率の公表の制度

を設け、その比率に応じて、地方公共団体が財政の早期健全化および再生、公営企業の経営の健全化

を図るための計画を策定する制度を定めるとともに、当該計画の実施の促進を図るための行財政上の

措置を講ずることとされています。 

 この度、地方公共団体の財政の健全化に関する法律第３条第１項および同法第２２条第１項の規定

により、平成２３年度決算に基づく健全化判断比率および公営企業の資金不足比率を算定し、監査委

員の審査に付すとともに、その意見を付して平成２４年日野町議会第５回（９月）定例会に報告しま

したので、その概要をお知らせします。 

記 

１．健全化判断比率について 

 平成２３年度決算に基づく

健全化判断比率 

平成２２年度決算に基づく

健全化判断比率 

早期健全化基準 

（平成２３年度） 

実質赤字比率 - - １４．６８％ 

連結実質赤字比率 - - １９．６８％ 

実質公債費比率 １２．７％ １４．３％ ２５．０％ 

将来負担比率 ９１．５％ １０５．２％ ３５０．０％ 

※実質赤字比率および連結実質赤字比率は赤字額が生じていないため、「-」を記載 

（１）実質赤字比率 

 一般会計等（日野町においては一般会計および住宅新築資金等貸付事業特別会計）を対象とし    

た実質赤字額の、標準財政規模（標準税収入額、普通交付税等の経常的に収入しうる一般財源の

規模）に対する比率です。 

   この指標は、一般家庭にたとえると、世帯主の給与（所定内給与）に占める世帯主本人の赤字 

額の比率を示すものであるといえます。 

   今年度の比率は、昨年度に引き続き、一般会計等に赤字額が生じていないため、比率は該当が

ありません。 

 

（２）連結実質赤字比率 

   公営企業会計を含む全ての会計（西山財産区会計を除く）を対象とした実質赤字（または公営

企業に係る資金の不足額）の、標準財政規模に対する比率です。 

   この指標は、一般家庭にたとえると、世帯主の給与（所定内給与）に占める家族全員の赤字額 

の比率を示すものであるといえます。これにより、日野町の会計全体の財政状況がわかります。  

今年度の比率は、昨年度に引き続き、公営企業会計を含む全ての会計に赤字額が生じていない 

  ため、比率は該当がありません。 
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（３）実質公債費比率 

   一般会計等が負担する元利償還金および準元利償還金の、標準財政規模を基本とした額に対す 

  る比率の３ヵ年平均です。 

   この指標は、一般家庭にたとえると、世帯主の給与（所定内給与）に占める家族のローン支払 

  額の割合を示すものであるといえます。 

   なお、この比率が１８．０％を超えると地方債の発行に国（都道府県）の許可が必要となる「起 

債許可団体」に移行することとされています。 

   今年度の比率は、これまで町債の新規発行を抑制しつつ繰上償還を実施したことにより、元利 

償還金や債務負担行為の額が減じたことから、昨年度に比べ改善（▲１．６ポイント）していま 

す。 

 

（４）将来負担比率 

   一般会計等が将来負担すべき実質的な負債の、標準財政規模を基本とした額に対する比率です。

この指標は、一般家庭にたとえると、世帯主の給与（所定内給与）に対する家族のローン残高 

の割合を示すものであるといえます。 

   今年度の比率は、分子となる債務負担行為に基づく支出予定額や、公営企業等繰入見込額が減

少したことから、前年度と比べて改善（▲１３．７ポイント）しています。 

 

２．資金不足比率について 

 平成２３年度決算に基づく

資金不足比率 

平成２２年度決算に基づく

資金不足比率 

経営健全化基準 

水道事業 - - ２０．０％ 

簡易水道事業 - - ２０．０％ 

公共下水道事業 - - ２０．０％ 

農業集落排水事業 - - ２０．０％ 

※資金不足額が生じていないため、「-」を記載 

  資金不足比率は、公営企業ごとの資金の不足額の、事業の規模に対する比率です。 

  今年度の比率は、昨年度に引き続き、資金不足が生じた公営企業がないため、比率は該当があり 

 ません。 

３．今後の財政運営について 

  平成２３年度決算に基づき算定した健全化判断比率および公営企業の資金不足比率は、いずれの 

指標についても早期健全化基準（または経営健全化基準）を下回っています。 

今後の財政運営にあっても、地方債の元利償還金や公債費に準じる繰出金・負担金の抑制および

公営企業の経営合理化・効率化等を確実に実施し、健全な町政運営を進めていきます。 


